
代表理事

副代表理事

常任理事

理事

監事

顧問

［ 独立監査人の監査報告書抜粋 ］

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表等※が、我が国において一般に公正妥当と認められる特
定非営利活動法人会計の基準に準拠して、当該財務諸表等に係る機関の収支、正味財産
増減及び財産の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。    

※2015年度の会計収支計算書、賃借対照及び財産目録

・1325NAP市民連絡会 

・Asia Pacific Refugee Rights Network (APRRN) 

・Asian Refugee Legal Aid Network (ARLAN) 

・International Detention Coalition (IDC) 

・Core Humanitarian Standard Alliance

・NGO安全管理イニシアティブ（JaNISS）

・NPO法人国際協力NGOセンター (JANIC) 

・NPO法人シーズ・市民活動を支える制度をつくる会 

・支援の質とアカウンタビリティ向上ネットワーク（J-QAN）

・Japan Forum for UNHCR and NGOs (J-FUN) 

・ジャパン・プラットフォーム 

・新宿区NPOネットワーク協議会 

・新宿区多文化共生連絡会 

・防災・減災日本CSOネットワーク（JCC-DRR） 

・NPO法人なんみんフォーラム (FRJ) 

・陸前高田市まちづくりプラットフォーム

石川 えり

中村 義幸

藤本 俊明

石井 宏明

大江 修子

佐々木 英昭

柴崎 敏男

関 聡介

滝本 哲也

筒井 志保

永峰 好美

新島 彩子

畠 健太郎

ブライアン バーバー

吉山 昌

小田 博志

難波 満

新垣 修

市川 正司

鈴木 雅子

森 恭子

森谷　康文

難民支援協会事務局員

大学教員

大学教員

難民支援協会事務局員

弁護士

団体役員

NPO法人理事

弁護士

団体職員

難民支援協会事務局員

新聞社勤務

難民支援協会事務局員

団体職員

難民支援協会事務局員

難民支援協会事務局員

大学教員

弁護士

大学教員

弁護士

弁護士

大学教員、社会福祉士

大学教員、精神保健福祉士

五十音順

団体概要 ORGANIZATION OVERVIEW会計 ACCOUNTING

|役員一覧

|参加しているネットワーク

正式名称

英語名

代表理事

設立

法人格取得

認定NPO法人取得

事務局スタッフ

会費

一般寄付金	

特定目的寄付金	

現物寄付	

活動収入	

補助金	

助成金	

活動委託金	

受取利息等

合計	

相談・支援事業

緊急支援

コミュニティ支援

就労支援

プロテクション

調査・研究・政策提言

ネットワーク

広報

管理・運営

合計	

特定非営利活動法人  難民支援協会

Japan Association for Refugees

石川 えり

1999年7月17日

1999年11月16日

2014年12月18日（東京都）
初回は2008年5月1日に国税庁より認定

25名（非専従職員を含む）
産育休中のスタッフは除く

456,000

49,672,148

41,911,574

2,603,567

10,520,999

3,890,608

26,963,845

4,845,975

9,747

140,874,463

34,634,722

19,616,119

8,148,345

8,854,810

3,561,674

16,965,673

3,760,124

24,157,910

16,171,832

135,871,209

単位（円）

単位（円）

構成

構成

0.3%

35.3%

29.8%

1.8%

7.5%

2.8%

19.1%

3.4%

0.0%

100%

25.5%

14.4%

6.0%

6.5%

2.6%

12.5%

2.8%

17.8%

11.9%

100%

収入

|収入の部

|支出の部

支出

|組織図

受賞歴
（抜粋）

2006年１月

2009年８月 

2013年１月

2013年12月

2016年10月　

第20回東京弁護士会人権賞（東京弁護士会）

第21回毎日国際交流賞（毎日新聞社）

2012年度地球市民賞（国際交流基金）

エクセレントNPO大賞（「エクセレントNPO」をめざそう市民会議）

第８回沖縄平和賞（沖縄県）

相談・支援事業
25.5%

緊急支援
14.4%

コミュニティ支援
6.0%

就労支援
6.5%

プロテクション
2.6%

調査・研究・
政策提言
12.5%

ネットワーク
2.8%

広報
17.8%

管理・運営
11.9%

活動収入
7.5%

一般寄付金
35.3%

会費 0.3%

特定目的寄付金
29.8%

現物寄付
1.8%

補助金
2.8%

助成金
19.1%

活動委託金
3.4%

受取利息等  0.0%

相談・支援事業

緊急支援

コミュニティ支援

就労支援

プロテクション

調査・研究・政策提言

ネットワーク

広報

管理・運営

事務所や外部における難民への情報提供と助言

困窮した難民への生活費や交通費等の支給

難民のコミュニティへの自立支援

難民への職業紹介及び就労を容易にするための支援

国内外におけるプロテクションの分野を中心とした人道支援

難民保護に関する調査、研究及び政策提言

関連機関との難民保護及びプロテクションに関する経緯交流と事業実態における協力

難民支援に関する機関誌の発行並びに講演会、報告会及び文化事業等を通じての広報

事務所維持等の運営費

収入

140百万円

支出

135百万円

2016年8月30日

市民社会 政・官

理事会

総会

管理部

人道支援事業広報部

渉外チーム

支援事業部

定住支援部

統括
（代表理事・ディレクター）

難民 企業 ・・・

事務局

各事業

2016年10月末現在

※難民支援協会は国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）のパートナーであり、国連経済社会理事会

（ECOSOC）から、特別協議資格団体（Special Consultative Status）として認められています。

21 22




